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平成２７年５月版 （別紙）

雇用関係助成金の各制度の取扱い

Ⅰ 特定就職困難者雇用開発助成金

特定就職困難者雇用開発助成金（以下「特困金」という。）の対象労働者について職業

紹介を行う場合は、以下の手続きにより行ってください。

１．対象労働者の範囲

特困金の助成対象となる対象労働者は、ハローワークまたは特困金を取り扱うことにつ

いて同意書を提出した職業紹介事業者の紹介で、雇用保険の一般被保険者であって、継続

して雇用することが確実（対象労働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇用し、

かつ、雇用期間が継続して２年以上であること）であるものとして雇い入れられた者であ

り、かつ、雇入れ日に６５歳未満の求職者（紹介時点で雇用保険の被保険者（失業と同様

の状態にあるものと認められない場合も含む。）でなかった者（(2)、(3)のうち重度障害

者と４５歳以上の者及び(4)の者並びにチャレンジ雇用により短時間労働者以外の者とし

て雇用された者を除く。））で次のいずれかに該当する者です。

(1) ６０歳以上の者

(2) 身体障害者

(3) 知的障害者

(4) 精神障害者

(5) 母子家庭の母等

(6) 父子家庭の父（児童扶養手当の受給者に限る。）

(7) 中国残留邦人等永住帰国者

(8) 北朝鮮帰国被害者等

(9) 認定駐留軍関係離職者（４５歳以上）

(10) 沖縄失業者求職手帳所持者（４５歳以上）

(11) 漁業離職者求職手帳所持者（４５歳以上）

(12) 手帳所持者である漁業離職者等（４５歳以上）

(13) 一般旅客定期航路事業等離職者求職手帳所持者（４５歳以上）

(14) 認定港湾運送事業離職者（４５歳以上）

２．対象労働者であることの確認及び同意

対象労働者となり得る求職者を特困金の対象労働者として事業主に対して職業紹介を行

う場合には、その種別に従い、次の(1)から(14)に掲げる書類等でその確認を行ってくだ

さい。

また、求人を行った事業主に対し「特困金の対象労働者であることを伝える」ことにつ

いて、求職者から同意を得てください。

(1) ６０歳以上の者

官公署の発行する書類であって、対象労働者の氏名、年齢が確認できるもの（住民票

の写し、運転免許証の写しなど。）。

(2) 身体障害者

身体障害者手帳(写)で対象労働者の氏名、年齢、障害の程度が確認できるもの。

(3) 知的障害者

児童相談所、知的障害者更正相談所、精神保健福祉センター、精神保健指定医又は障

害者職業センターの判定書（当該対象労働者の知能指数及び身辺処理能力に関する意見

を記入したもの。）（写）又は療育手帳（写）で対象労働者の氏名、年齢及び障害の程
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度が確認できるもの。

(4) 精神障害者

精神障害者保健福祉手帳(写)又は主治医の意見書で対象労働者の氏名が確認できるも

の。

(5) 母子家庭の母等

次のいずれかに該当する書類であって、対象労働者の氏名及び母子家庭の母等である

ことが確認できるもの。

・ 国民年金法に基づき遺族基礎年金の給付を受けている者が所持する国民年金証書

（写）

・ 児童扶養手当法に基づき児童扶養手当の支給を受けていることを証する書類

・ 母子及び寡婦福祉法に基づき母子福祉資金貸付金の貸し付けを受けている者が所持

する貸付け決定通知書

・ 旅客鉄道株式会社の通勤定期乗車券の特別割引制度に基づき市区町村長又は社会福

祉事務所長が発行する特定者資格証明書

・ 市区町村長、社会福祉事務所長、民生委員等が母子家庭の母等であることを証明す

る書類

(6) 父子家庭の父

次のいずれかに該当する書類であって、対象労働者の氏名及び父子家庭の父である

ことが確認できるもの。

・ 児童扶養手当法に基づき児童扶養手当の支給を受け

ていることが確認できるもの。

・ 旅客鉄道株式会社の通勤定期乗車券の特別割引制度に基づき市区町村長又は社会福

祉事務所長が発行する特定者資格証明書

・ 市区町村長、社会福祉事務所長が児童扶養手当を受給している父子家庭の父である

ことを証明する書類

(7) 中国残留邦人等永住帰国者

次のいずれかに該当する書類であって、対象労働者の氏名及び本邦に永住帰国した日

（永住帰国してから１０年以内）が確認できるもの。

・ 厚生労働大臣による自立支度金の支給決定通知書

・ 厚生労働省社会・援護局長による永住帰国者証明書

・ 中国残留邦人等永住帰国者に準ずる者として各都道府県援護主管課（部）長による

証明書（写）

(8) 北朝鮮帰国被害者等

次のいずれかに該当する書類であって、対象労働者の氏名及び本邦に永住する意思を

決定した日（永住する意思を決定してから１０年以内）又は意思決定が困難な事情が確

認できるもの。

・拉致被害者等給付金の支給申請書及び支給決定通知書

・滞在援助金の支給申請書及び支給決定通知書

(9) 駐留軍関係離職者

安定所の発行した職業指導票（写）で対象労働者の氏名及び年齢の確認ができるもの。

(10) 沖縄失業者求職手帳所持者

沖縄失業者求職手帳（写）で対象労働者の氏名及び年齢の確認ができるもの。

(11)漁業離職者求職手帳所持者

漁業離職者求職手帳（写）で対象労働者の氏名及び年齢の確認ができるもの。

(12)手帳所持者である漁業離職者等

漁業離職者求職手帳（写）で対象労働者の氏名及び年齢の確認ができるもの。

(13)一般旅客定期航路事業等離職者手帳所持者
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一般旅客定期航路事業等離職者手帳（写）で対象労働者の氏名及び年齢の確認ができ

るもの。

(14)港湾運送事業離職者

港湾運送事業離職者手帳（写）で対象労働者の氏名及び年齢の確認ができるもの。

３．特困金制度の説明

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、特困金制度について、別添

の解説資料を活用しつつ、制度の内容及びその趣旨の説明を行ってください。

なお、

(1) 特困金の支給は都道府県労働局長が行うこと

(2) 支給に際しては、各種支給要件の確認が行われた上で支給決定がなされるもので

あること

を併せて説明してください。

４．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、上記１の対象労働者との間

に、

(1) 紹介時点で雇用の内定がないこと

(2) 過去３年間に、

・ 雇用、出向、派遣、請負又は委任の関係にないこと

・ 通算して３か月を超えて訓練・実習等（雇用関係はないが、事業所において、

訓練、職場体験、職場実習その他の職場適応に係る作業等を実施するもの。た

だし、特別支援学校が教育課程の一環として実施するものを除く。）を受講等

させていないこと

(3) 事業主又は役員の３親等以内の親族ではないこと

のいずれにも該当することが支給の要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象労働者

を採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象労

働者を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。

５．雇入登録届の提出

以下の手続きに従い「特定求職者雇用開発助成金対象労働者雇入登録届」（参考様式の

１：以下「雇入登録届」という。）を提出してください。

(1) 紹介により、上記１の対象労働者が事業主に雇い入れられたときには、安定所に雇入

登録届を提出してください。

(2) 雇入登録届は、対象労動者が事業所に雇い入れられたことを確認した後、対象労動者

が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に提出してください。

６．職業紹介証明書の発行

(1) 対象労働者を雇い入れた事業主に対し、「職業紹介証明書」（例示様式第1０号）を発

行してください。

(2) 職業紹介証明書は、対象労働者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に発行し

てください。
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Ⅱ 高年齢者雇用開発特別奨励金

高年齢者雇用開発特別奨励金（以下「高奨金」という。）の対象労働者について職業紹

介を行う場合は、以下の手続きにより行ってください。

１．対象労働者の範囲

高奨金の助成対象となる対象労働者は、ハローワークまたは高奨金を取り扱うことにつ

いて同意書を提出した職業紹介事業者の紹介で、１週間の所定労働時間が２０時間以上、

かつ、１年以上雇用することが確実であるものとして雇い入れられた者であり、次のいず

れにも該当する者です。

(1) 雇入れ日における満年齢が65歳以上の者

(2) 紹介日及び雇入れ日現在、以下のいずれにも該当しない者

① 高年齢継続被保険者

② 短期雇用特例被保険者

③ その他、①・②以外の者であって当該雇入れに係る事業主以外の事業主と一週間の

所定労働時間が２０時間以上の雇用関係にある労働者

(3) 雇用保険の被保険者資格を喪失した離職の日の翌日から3年以内に雇い入れられた者

(4) 被保険者資格を喪失した離職の日から起算して１年前の日から当該喪失日までの間に

被保険者であった期間が６か月以上あった者

２．対象労働者であることの確認及び同意

対象労働者となり得る求職者を高奨金の対象労働者として事業主に対し職業紹介を行う

場合には、次の(1)から(3)に掲げる方法でその確認を行ってください。

また、求人を行った事業主に対し「高奨金の対象労働者である可能性があることを伝え

る」ことについて、求職者から同意を得てください。

(1) 雇入れ日における満年齢が65歳以上の者

・官公署の発行する書類であって、対象労働者の氏名、年齢が確認できるもの（住民票

の写し、運転免許証の写しなど。）により確認をすること。

(2) 紹介日及び雇入れ日現在、以下のいずれにも該当しない者

① 高年齢継続被保険者

② 短期雇用特例被保険者

③ その他、①・②以外の者であって当該雇入れに係る事業主以外の事業主と一週間の

所定労働時間が２０時間以上の雇用関係にある労働者

・本人から口頭で聴取し、「職業紹介時における対象労働者の状況等確認書」（例示様

式第１２号：以下「状況等確認書」という。）に記載をする。

(3) 雇用保険の被保険者資格を喪失した離職の日の翌日から3年以内に雇い入れられた者

であること、被保険者資格を喪失した離職の日から起算して１年前の日から当該喪失日

までの間に被保険者であった期間が６か月以上あった者

・雇用保険被保険者証又は受給資格者証より被保険者番号を確認し、「特定求職者雇用

開発助成金対象労働者雇入登録届」（参考様式の１：以下「雇入登録届」という。）に

記載すること。

※ 「雇入登録届」の名称が「特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助

成金）対象労働者雇入登録届」になっている場合でも、「雇入登録届」として使用可

能ですが、⑩～⑫欄は、被保険者番号又は支給番号が確認できた場合でも必ず記載を

する。

・職務経歴を確認し、状況等確認書に記載すること。
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３．高奨金制度の説明

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、高奨金制度について、別添

の解説資料を活用しつつ、開制度の内容及びその趣旨の説明を行ってください。

なお、

(1) 高奨金の支給は都道府県労働局長が行うこと

(2) 支給に際しては、各種支給要件の確認が行われた上で支給決定がなされるもので

あること

を併せて説明してください。

４．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、上記１の対象労働者との間

に、

(1) 紹介時点で雇用の内定がないこと

(2) 過去３年間に、

・ 雇用、出向、派遣、請負又は委任の関係にないこと

・ 通算して３か月を超えて訓練・実習等（雇用関係はないが事業所において、訓

練、職場体験、実習その他の職場適応に係る作業等を実施するもの。ただし、

特別支援学校が教育課程の一環として実施するものを除く。）を受講させてい

ないこと。

(３) 事業主又は役員の３親等以内の親族ではないこと

のいずれにも該当することが支給の要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象労働者

を採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象労

働者を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。

５．雇入登録届、状況等確認書の提出

以下の手続きに従い、「雇入登録届」及び「状況等確認書」を提出してください。

(1) 紹介により、上記１の対象労働者が事業主に雇い入れられたときには、安定所に「雇

入登録届」及び「状況等確認書」を提出してください。

(2) 「雇入登録届」と「状況等確認書」は、対象労動者が事業所に雇い入れられたことを

確認した後、対象労動者が事業所に雇入れられた日以降１か月以内に提出してください。

６．職業紹介証明書の発行

(1) 対象労働者を雇い入れた事業主に対し、「職業紹介証明書」（例示様式第１１号）を

発行してください。

(2) 「職業紹介証明書」は、対象労働者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に発

行してください。
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Ⅲ 被災者雇用開発助成金

被災者雇用開発助成金（以下「被開金」という。）の対象労働者について職業紹介を行

う場合は、以下の手続きにより行ってください。

１．対象労働者の範囲

被開金の助成対象となる対象労働者は、ハローワークまたは被開金を取り扱うことにつ

いて同意書を提出した職業紹介事業者の紹介で、雇用保険の一般被保険者であって、１年

以上継続して雇用することが見込まれるものとして雇い入れられた者であり、かつ、次の

（１）又は（２）のいずれかに該当する者です。

(1)以下の①から③のいずれにも該当する者（以下「被災離職者」という。）

① 東日本大震災発生時に被災地域において就業していた者

② 震災後により離職を余儀なくされ、その後安定した職業についたことのない

者（週所定労働時間２０時間以上の労働者として６ヶ月以上雇用されたことの

ない者をいう。）

③ 平成２３年３月１１日から平成２６年３月３１日までの間に、安定所等か

ら職業を紹介され、又は職業指導を受けた者その他求職活動を行った者（次のイ

又はロのいずれかに該当する者を除く。）

イ 震災の発生時に、次のａからｃまでのいずれかに掲げる区域をその区域に含

む市町村に居住していた者

ａ 警戒区域その他の東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に

対処するための避難住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置に

関する法律（以下「原発避難者特例法」という。）第３条第１項の規定によ

り同項第１号に掲げる指示の対象となった区域

ｂ 屋内退避区域、計画的避難区域その他の原発避難者特例法第３条第１項の

規定により同項第２号に掲げる指示の対象となった区域

ｃ 緊急時避難準備区域その他の原発避難者特例法第３条第１項の規定により

同項第３号に掲げる指示の対象となった区域

ロ イに規定する者のほか、特定避難勧奨地点その他の平成２３年３月１１日に

発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に関して市町村長が

行った当該事故に係る住民に対する避難の勧奨その他の行為の対象となった区

域又は場所に震災の発生時に居住していた者であって、当該行為があった日か

ら当該行為が解除された日までの間のいずれかの日において当該行為により当

該区域又は場所以外の区域又は場所に避難している者

(2)以下の①から④のいずれにも該当する者（以下「被災地求職者」という。）

① 被災地域に居住する者（震災により被災地域外に住所又は居所を変更してい

る者を含み震災後に被災地域に居住することとなった者を除く。）

② 震災後安定した職業についたことがない者（週所定労働時間２０時間以上の

労働者として６ヶ月以上雇用されたことのない者をいう。）

③ 平成２３年３月１１日から平成２４年９月３０日までの間に、安定所等から

職業を紹介され、又は職業指導を受けた者その他求職活動を行った者（次のイ又

はロのいずれかに該当する者を除く。）

イ 震災の発生時に、次のａからｃまでのいずれかに掲げる区域をその区域に含

む市町村に居住していた者

ａ 警戒区域その他の東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に

対処するための避難住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置に



- 14 -

関する法律（以下「原発避難者特例法」という。）第３条第１項の規定によ

り同項第１号に掲げる指示の対象となった区域

ｂ 屋内退避区域、計画的避難区域その他の原発避難者特例法第３条第１項の

規定により同項第２号に掲げる指示の対象となった区域

ｃ 緊急時避難準備区域その他の原発避難者特例法第３条第１項の規定により

同項第３号に掲げる指示の対象となった区域

ロ イに規定する者のほか、特定避難勧奨地点その他の平成２３年３月１１日に

発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に関して市町村長が

行った当該事故に係る住民に対する避難の勧奨その他の行為の対象となった区

域又は場所に震災の発生時に居住していた者であって、当該行為があった日か

ら当該行為が解除された日までの間のいずれかの日において当該行為により当

該区域又は場所以外の区域又は場所に避難している者

④ 以下のいずれかに該当する者でない者

イ 新規学卒者（職業安定法施行規則第３５条第２項に規定する新規学卒者をい

う。）であって、卒業した年又は卒業する予定の年の３月３１日までに安定所

等の紹介を受け、当該紹介により雇い入れられた者

ロ 学校教育法第１３４条に規定する各種学校又は学校教育法以外の法律で規定

された学校において、専修学校に類する教育の課程を卒業した者又は卒業予定

の者であって、卒業した年又は卒業する予定の年の３月３１日までに安定所等

の紹介を受け、当該紹介により雇い入れられた者

２．対象労働者であることの確認及び同意

対象労働者になり得る求職者を被開金の対象労働者として職業紹介を行う場合には、

（１）又は（２）に掲げる書類等でその確認を行ってください。

また、求人を行った事業主に対し「被開金の対象労働者であることを伝える」ことにつ

いて、求職者から同意を得てください。

(1) 被災離職者

震災により離職したことが確認できるもの（離職事業主からの離職証明書等）

※ 平成２３年３月１１日から平成２６年３月３１日までの間に、求職活動が行われて

いたかについて、求職活動記録等で確認してください。（上記１（１）④イ及びロ

の場合を除く。）

また、上記１（１）④ロに該当する場合は、市町村が発行する被災証明により避難

していたことを合わせて確認してください。

なお、上記１（１）④イ又はロに該当する者以外の対象労働者については、平成２

７年３月３１日までに雇い入れる事業主に限り、支給対象となることをご留意くだ

さい。

(2)被災地求職者

震災時に被災地域に居住していた事が確認できるもの（住民票等）

※ 平成２３年３月１１日から平成２４年９月３０日までの間に、求職活動が行われて

いたかについて、求職活動記録等で確認してください。（上記１（２）③イ及びロの

場合を除く。）

また、上記１（２）③ロに該当する場合は、市町村が発行する被災証明により避難

していたことを併せて確認してください。

なお、上記１（２）③イ又はロに該当する者以外の対象労働者については、平成２

６年３月３１日までに雇い入れる事業主に限り、支給対象となることをご留意くださ

い。
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３．被開金制度の説明

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、被開金の制度について、別

添の解説資料を活用しつつ、制度の内容及びその趣旨の説明を行ってください。

なお、

(1) 被開金の支給は都道府県労働局長が行うこと

(2) 支給に際しては、各種支給要件の確認が行われた上で支給決定がなされるもので

あること

を併せて説明してください。

４．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、上記１の対象労働者との間に、

(1) 紹介時点で雇用の内定がないこと

(2) 過去３年間に

・雇用、出向、派遣、請負又は委任の関係にないこと

・通算して３か月を超えて訓練・実習等（雇用関係はないが、事業所において、

訓練、職場体験、職場実習その他の職場適応に係る作業等を実施するもの。た

だし、特別支援学校が教育課程の一環として実施するものを除く。）を受講等

等させていないこと

(３) 事業主又は役員の３親等以内の親族ではないこと

のいずれにも該当することが支給の要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象労働者

を採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象労

働者を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。

５．雇入登録届の提出

以下の手続きに従い「特定求職者雇用開発助成金対象労働者雇入登録届」（参考様式の

１：以下「雇入登録届」という。）を提出してください。

(1) 紹介により、上記１の対象労働者が事業主に雇い入れられたときには、安定所に「雇

入登録届」を提出してください。

(2) 「雇入登録届」は、対象労動者が事業所に雇い入れられたことを確認した後、対象労

動者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に提出してください。

６．職業紹介証明書の発行

(1) 対象労働者を雇い入れた事業主に対し、「職業紹介証明書」（例示様式第１３号）を

発行してください。

(2) 「職業紹介証明書」は、対象労働者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に発

行してください。
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Ⅳ 地域雇用開発助成金（地域雇用開発奨励金）

本助成金（以下「地域雇用開発奨励金」という。）の支給を受けようとする事業主に対

して職業紹介を行う場合は、以下の手続きにより行ってください。

１．対象労働者の範囲

地域雇用開発奨励金は、雇用機会が特に不足している地域等において、事業所の設置・

整備や創業を行うことによって、その地域に居住する求職者等を、ハローワークまたは地

域雇用開発奨励金を取り扱うことについて同意書を提出した職業紹介事業者の紹介によっ

て雇い入れた場合に、当該事業所に対して助成するものです。その対象労働者は、職業紹

介事業者等の紹介で常時雇用する雇用保険一般被保険者（※１）として雇い入れられた者

であり、かつ、次の表に掲げる「地域に居住する求職者等」に該当する６５歳未満の求職

者です。

設置・整備事業所の 「地域に居住する求職者等」の範囲

所在地

同意雇用開発促進地域 地域求職者 設置・整備事業所の所在する同意雇用開発

（※２） 促進地域、または当該同意雇用開発促進地

域に隣接する同意雇用開発促進地域に雇入

れ時点で居住する求職者

過疎等雇用改善地域 過疎等雇用改善 設置・整備事業所の所在する過疎等雇用改

（※３） 地域求職者 善地域の管轄ハローワーク管内に雇入れ時

点で居住する求職者

移転求職者 設置・整備事業所に就職するため当該過疎

等雇用改善地域の管轄ハローワーク管外か

ら、完了日までに当該過疎等雇用改善地域

の管轄ハローワーク管内に住所を移転する

求職者

過疎等雇用改善 設置・整備事業所において行われる事業に

地域転任者 従事するため、当該事業所を有する企業ま

たは関連会社から、配置転換等により当該

事業所に転任してきた者で、転任の日まで

当該企業（本社など）において６か月以上

継続して雇用されている者

（※１）雇用期間の定めのある者（反復更新が予定されている者を除く）は対象とな

りません。

（※２）求職者数に比べて雇用機会が著しく不足している、「地域雇用開発促進法」

第７条に規定する地域

（※３）若年層・壮年層の流出が著しい、「雇用保険法施行規則」第１１２条に基づ

き厚生労働大臣が指定する地域

それぞれの地域に該当する市町村については、厚生労働省ホームページを参照

（サイト内検索窓に「地域雇用の開発のために」と入力して検索）、または、労

働局にお問い合わせください。なお、両方の地域に該当する地域の場合は、事業

主が地域雇用開発奨励金の計画書を提出する際にどちらかを選択することができ

ます。
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２．地域雇用開発奨励金制度の説明

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、地域雇用開発奨励金の制度

について、別添の解説資料を活用しつつ、制度の内容及びその趣旨の説明を行ってくださ

い。

なお、

① 雇入れ前に「計画書」を管轄の労働局に提出する必要があること

② 創業の場合、助成の基準と額が優遇されますが、法人等の設立日から２か月を経過

する日までに計画書を労働局に提出する必要があること

③ 地域雇用開発奨励金の支給は都道府県労働局長が行うこと

④ 支給決定は各種支給要件の確認が行われた上でなされるものであること

を併せて説明してください。

３．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

紹介により対象労働者を雇い入れようとする地域雇用開発奨励金を受けようとしている

事業主に対し、上記１の対象労働者との間に、

① 雇用の内定がないこと

② ３年前の日から当該雇入れ日の前日までの間のいずれかの日に雇用関係、出向、

派遣又は請負により当該事業所において就労したことがないこと

のいずれにも該当することが支給の要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象労働者

を採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象労

働者を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。

４．職業紹介証明書の発行

(1) 対象労働者を雇い入れた地域雇用開発奨励金を受けようとしている事業主に対し、「職

業紹介証明書」（例示様式第１６号）を発行してください。

(2) 「職業紹介証明書」は、対象労働者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に発

行してください。
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Ⅴ トライアル雇用奨励金

トライアル雇用奨励金の対象労働者について職業紹介を行う場合は、以下の手続きによ

り行ってください。

１．トライアル雇用の対象となる労働者の範囲

トライアル雇用奨励金の対象となる労働者（以下「対象者」という。）は、次の（１）

から（４）までのすべてに該当する者です。

（１） ハローワーク、地方運輸局（船員となる場合）又は職業紹介事業者（以下「安定

所・紹介事業者等」という。）に求職の申し込みをしている者であること

（２） 常用雇用を希望している者であって、トライアル雇用制度を理解した上で、トラ

イアル雇用（※１）による雇入れについても希望しているものであること

※１ 求職者の適性や業務遂行可能性を見極め、事業主と当該求職者の相互理解を

促進することを目的として、当該求職者を、常用雇用への移行を前提として一

定期間試行的に雇用することをいいます。

（３）安定所・紹介事業者等の職業紹介の日（以下「紹介日」という。）において、次の①

から④までのいずれにも該当しない者であること。

① 安定した職業に就いている者

② 自ら事業を営んでいる者又は役員に就いている者であって、１週間当たりの実働

時間が30時間以上の者

③ 学校教育法第１条に規定する学校（幼稚園及び小学校を除く。）、同法第124条に

規定する専修学校、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の６第１

項各号に掲げる施設又は同法第27条第１項に規定する職業能力開発総合大学校（以

下「学校」という。）に在籍している者（当該在籍している学校を卒業する日の属す

る年度の１月１日を経過している者であって卒業後の就職に係る内定がないものを

除く。）

④ トライアル雇用期間中のトライアル雇用労働者

（４）次の①～④のいずれかに該当する者

① 紹介日において、これまでに就労の経験のない職業に就くことを希望する者

② 紹介日において、学校を卒業した日の翌日から当該卒業した日の属する年度の翌年

度以降3年以内である者であって、卒業後において安定した職業に就いていないもの

③ 紹介日前２年以内に、２回以上離職又は転職を繰り返している者

④ 紹介日前において離職している期間が1年を超えている者

⑤ 妊娠、出産又は育児を理由として離職した者であって、紹介日前において当該離

職日以降安定した職業に就いていない期間が１年を超えているもの

⑥ 紹介日において、その他就職の援助を行うに当たって特別の配慮を有する次のア

からケまでのいずれかに該当する者

ア 生活保護受給者

イ 母子家庭の母等

ウ 父子家庭の父

エ 日雇労働者

オ 季節労働者

カ 中国残留邦人等永住帰国者

キ ホームレス

ク 住居喪失不安定就労者

ケ その他安定した職業に就くことが困難であるものとして職業安定局長が定める者
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２．対象者の確認と職業相談

対象者となり得る求職者が、トライアル雇用による雇入れについても希望した場合は、

職業相談等を通じて、事前にトライアル雇用制度の内容等について説明を行ってくださ

い。

また、対象者の要件に該当することの確認は、トライアル雇用対象者確認票（実施様

式第１号）（以下「対象者確認票」という。）により行うとともに、次の区分に応じ、

それぞれ次に掲げる書類（以下「対象者確認書類」という。）により行ってください。

なお、当該求職者が１（４）の⑥のイ又はウの要件に該当する場合は、奨励金の支給

額が異なることから、当該要件を優先して確認してください。

（１）対象者が１（４）の①、③又は④の要件に該当する場合

求職票、履歴書、職務経歴書等のうちいずれか求職者の職歴が確認でき内容が記

載されている書類

（２）対象者が１（４）の②の要件に該当する場合

求職票、履歴書、職務経歴書等のうちいずれか求職者の職歴及び求職者が学校等

を卒業した年度が確認できる内容が記載されている書類

（３）対象者が１（４）の⑤の要件に該当する場合

求職票、履歴書、職務経歴書等のうちいずれか求職者の職歴及び求職者が子を有

している又は有していたことが確認できる書類

（４）対象者が１（４）の⑥のアの要件に該当する場合

生活保護法の適用に係る確認書（実施様式第３号）

（５）対象者が１（４）の⑥のイの要件に該当する場合

次のいずれかに該当する書類

・国民年金法に基づく遺族基礎年金の給付を受けている者が所持する国民年金証書

・児童扶養手当法に基づく児童扶養手当の給付を受けている者が所持する児童扶養

手当証書

・母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく母子福祉資金貸付金の貸し付けを受けて

いる者が所持する貸付け決定通知書

・旅客鉄道株式会社の通勤定期乗車券の特別割引制度に基づき市区町村長又は社

会福祉事務所長が発行する特定者資格証明書

・市区町村長、社会福祉事務所長、民生委員等が母子家庭の母等であることを証明

する書類

・住民票及び母子家庭の母申立書（実施様式第4号）

（６）対象者が１（４）の⑥のウの要件に該当する場合

次のいずれかに該当する書類

・児童扶養手当法に基づく児童扶養手当の給付を受けている者が所持する児童扶

養手当証書

・旅客鉄道株式会社の通勤定期乗車券の特別割引制度に基づき市区町村長又は社

会福祉事務所長が発行する特定者資格証明書

・市区町村長、社会福祉事務所長が児童扶養手当を受給している父子家庭の父で

あることを証明する書類

（７）対象者が１（４）の⑥のエの要件に該当する場合

次のいずれかに該当する書類

・雇用保険日雇労働被保険者手帳

・安定所が交付する日雇い労働者の求職受付票

・その他日雇労働者として雇用されることを常態とすることが確認できる書類
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（８）対象者が１（４）の⑥のオの要件に該当する場合

雇用保険法第39条第２項に規定する特例受給資格者であることがわかる書類

（９）対象者が１（４）の⑥のカの要件に該当する場合

次のいずれかに該当する書類

・中国残留邦人等支援法に規定する永住帰国旅費支給決定通知書

・中国残留邦人等支援法に規定する自立支度金支給決定通知書

・中国残留邦人等支援法に規定する一時金支給決定通知書

・厚生労働省社会・援護局長による永住帰国者証明書

・厚生労働省社会・援護局長による永住帰国した中国残留邦人等であることの証

明書

・厚生労働省社会・援護局中国残留邦人等支援室長による「引揚事実の証明につ

いて」

（10）対象者が１（４）の⑥のキの要件に該当する場合

次のいずれかに該当する書類

・地方公共団体が設置するホームレス自立支援センター（以下「自立支援センター」

という。）の入所者であることを確認できる書類

・ホームレス緊急一時宿泊施設（通称シェルター）の入所者であることを確認でき

る書類

・社会福祉事務所又は地区の民生委員が作成したホームレスであることを確認で

きる書類

・ホームレスの自立を支援する特定非営利活動法人等が作成したホームレスである

ことを確認できる書類（実施様式第５号）

（11）対象者が１（４）の⑥のクの要件に該当する場合

次のいずれかに該当する書類

・福祉事務所又はホームレス等就業支援事業を受託する協議会が作成した住居喪失

不安定就労者であることを確認できる書類

・本人の申立てに基づき、公共職業安定所長が住居喪失不安定就労者であることを

認定した申立書（実施様式第６号）

・本人の申立てに基づき、住居喪失不安定就労者に対する支援を行う特定非 営利

活動法人等又は紹介を行う職業紹介事業者が住居喪失不安定就労者であることを

確認する書類（実施様式第７号）

（12）対象者が１（４）の⑥のケの要件に該当する場合

職業安定局長が別途定める書類

３．トライアル雇用求人の受理及びトライアル雇用制度の説明

トライアル雇用求人の申し込みを行う事業主に対し、トライアル雇用制度の内容及び

奨励金の支給を受けるためには一定の要件があることについて説明を行ってください。

また、奨励金を受けるための要件については、トライアル雇用支給対象事業主要件票

（実施様式第2号）を用いて説明してください。

なお、

（１）トライアル雇用奨励金の支給は都道府県労働局長が行うこと。

（２）支給に際しては、トライアル雇用の実施状況を含め、各種支給要件の確認が行

われた上で行われること。

を併せて説明してください。

また、求人票にはトライアル雇用求人であること及び求人受理日を明示してください。
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４．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

トライアル雇用求人に対する職業紹介（以下「トライアル雇用紹介」という。）によ

り対象者を雇い入れようとする事業主に対し、上記１の対象者との間に、

（１）紹介の時点で雇用の内定がないこと

（２）過去３年間に雇用したことがないこと

（３）事業主又は役員の３親等以内の親族ではないこと

のいずれにも該当すること等が支給要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象者を

採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象者

を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。

５．職業紹介における留意点

（１）トライアル雇用紹介を行う場合は、事業主に対して必ずトライアル雇用の紹介であ

ることを伝えてください。

なお、対象者が１（４）の⑥のイ又はウの要件に該当する場合においては、当該要

件に該当する対象者であることを対象事業主に伝えることについて了承した場合は、

トライアル雇用紹介であることに加え、当該要件に該当する対象者であることを伝え

てください。

また、紹介状等を発行する場合は、必ずトライアル雇用紹介であることがわかるよ

うに紹介状に明記すること。

（２）トライアル雇用紹介を行うに当たっては、各紹介機関において、トライアル雇用紹

介を行った対象者のうち選考中の者の数が、求人数（採用が決まった者の数を除く。）

の５倍を越える場合は、それ以降はトライアル雇用に係る紹介を行わないでください。

また、トライアル雇用紹介を希望する対象者に対して、同時に複数のトライアル雇

用紹介を行わないとともに、トライアル雇用紹介を行った対象者に対しては、選考中

の間は新たなトライアル雇用紹介は行わないでください。

（３）トライアル雇用紹介を行った場合の選考については、書類選考ではなく面接選考を

行うよう勧奨してください。

６．職業紹介証明書の発行

（１）トライアル雇用紹介を行った事業主に対し、「トライアル雇用職業紹介証明書」（例

示様式第19号）（以下「紹介証明書」という。）を発行してください。

また、紹介証明書には必ず本人の署名をもらってください。

（２）トライアル雇用による採用が決まった場合には、トライアル雇用に係る求人票、対

象者確認票及び対象者確認書類を交付してください。

７．トライアル雇用実施計画書及びトライアル雇用結果報告書兼トライアル雇

用奨励金支給申請書についての手続き

（１）トライアル雇用を行う事業主は、トライアル雇用実施計画書（共通様式第１号）（以

下「計画書」という。）を作成しなければならないことを説明し、作成に当たっては

必要な助言、指導等を行ってください。

（２）計画書の提出に係る留意点

計画書については、次の①及び②の点に留意するように説明してください。

① 提出期限及び提出先

計画書は、トライアル雇用の開始日から2週間以内にトライアル雇用を実施する

雇用保険適用事業所の所在地を管轄する都道府県労働局（以下「管轄労働局」とい
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う。）又は安定所（※）に提出すること。

なお、１（４）の⑥のイ又はウの要件に該当する対象者として計画書を提出する

場合は、２（５）又は（６）に掲げる書類のうちいずれかを提出すること。

※各都道府県労働局によって異なりますので、事前に管轄の労働局に確認をして

ください。

② 対象者の同意及び署名

計画書は、対象者の同意及び署名を得た上で提出すること。

特に「常用雇用に移行するための要件」欄については、トライアル雇用期間終

了後に常用雇用へ移行する判断材料となることから、対象者とトライアル雇用開

始前に十分話し合った上で決定すること。

（３） トライアル雇用が終了した場合、トライアル雇用期間が終了した日（トライア

ル雇用労働者がトライアル雇用期間の途中で離職した場合は当該離職日、又は常

用雇用へ移行した場合は当該常用雇用移行日の前日）の翌日から起算して2か月

以内に、トライアル雇用結果報告書兼トライアル雇用奨励金支給申請書に添付書

類を添えて管轄労働局に提出することになっていることを説明してください。

８．トライアル雇用期間中の措置

トライアル雇用を実施する事業主がトライアル雇用期間中に研修や訓練などトライア

ル雇用労働者が常用雇用へ移行するために必要な措置を講ずるよう勧奨してください。

また、トライアル雇用労働者が常用雇用へ移行できるように、必要に応じて事業主又

はトライアル雇用労働者に支援等を行ってください。

９．その他トライアル雇用の実施に係る事務

上記１から７までを含め、その他トライアル雇用の実施に係る事務については、「ト

ライアル雇用実施要領」（平成26年2月７日厚生労働省職業安定局）に基づき行ってく

ださい。
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Ⅵ 障害者トライアル雇用奨励金

障害者トライアル雇用奨励金の対象労働者について職業紹介を行う場合は、以下の手続

きにより行ってください。

１．障害者トライアル雇用の対象となる労働者の範囲

障害者トライアル雇用及び障害者短時間トライアル雇用（以下「障害者」トライアル雇

用等」という。）の対象となる者（以下「対象者」という。）は、障害者の雇用の促進等

に関する法律（昭和35年法律第123号。以下「障害者雇用促進法」という。）第２条号

第１号に規定する障害者であって、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものであ

ること。

（１） 障害者トライアル雇用の対象者

障害者トライアル雇用の対象となる者は、次の①から④までのいずれにも該当する

ものであること。

① 公共職業安定所（以下「安定所」という。）、地方運輸局（運輸監理部並びに厚生

労働大臣が国土交通大臣に協議して指定する運輸支局及び地方運輸局、運輸監理部又

は運輸支局の事務所を含む。以下同じ。）又は職業紹介事業者（以下「安定所・紹介

事業者等」という。）に求職申込をしている者であること。

② 継続雇用する労働者としての雇入れを希望している者であって、障害者トライアル

雇用制度を理解した上で、障害者トライアル雇用による雇入れについても希望してい

るものであること。

③ 安定所・紹介事業者等の職業紹介の日（以下「紹介日」という。）において、次の

ａからｄまでのいずれにも該当しない者であること。

ａ 継続雇用する労働者として雇用されている者（重度身体障害者（障害者雇用促進

法第２条第３号に規定する重度身体障害者をいう。以下同じ。）及び重度知的障害

者（同条第５号に規定する重度知的障害者をいう。以下同じ。）、45歳以上の身体

障害者（同上第2号に規定する身体障害者をいう。以下同じ。）及び知的障害者（同

条第4号に規定する知的障害者をいう。以下同じ。）並びに精神障害者（同条第６

号に規定する精神障害者をいう。以下同じ。）並びに障害者トライアル雇用等され

るまでに継続雇用する労働者でなくなることが確実である者を除く。）

ｂ 自ら事業を営んでいる者又は役員に就いている者であって、１週間当たりの実働

時間が30時間以上のもの

ｃ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校（幼稚園及び小学校

を除く。）、同法第124条に規定する専修学校、職業能力開発促進法（昭和44年法

律第64号）第15条の６第１項各号に掲げる施設又は同法第27条第１項に規定す

る職業能力開発総合大学校（以下「学校」という。）に在籍している者（当該在籍

している学校を卒業する日の属する年度の１月１日を経過している者であって卒業

後の就職に係る内定がないものを除く。）

ｄ 障害者トライアル雇用等期間中の障害者トライアル雇用等労働者

④ 次のａ又はｂのいずれかに該当するものであること。

ａ 重度障害者（重度身体障害者及び重度知的障害者をいう。以下同じ。）及び精神

障害者））

ｂ ａ以外の者であって、次の(a)から(c)までのいずれかに該当する者であること。

(a) 紹介日において、就労(※１)の経験のない職業（職業安定法第15条の規定に

基づき職業安定局長が作成する職業分類表の小分類の職業をいう。）に就くこと

を希望する者

※１ パート・アルバイト等を含め、学校在学中のパート・アルバイト等は



- 24 -

除く。

(b) 紹介日前２年以内に、２回以上離職又は転職を繰り返している(※２)者

※２ 離職が２回以上又は転職が２回以上あることを指す。

(c) 紹介日前において離職している(※３)期間が６ヶ月を超えている者

※３ パート・アルバイト等を含め一切の就労をしていないことを指す。

（２） 障害者短時間トライアル雇用の対象者

障害者短時間トライアル雇用の対象となる者は、次の①から③までのいずれに

も該当するものであること。

① （１）の①及び③のいずれにも該当する者であること。

② 継続雇用する労働者としての雇入れを希望している者であって、障害者短時間ト

ライアル雇用制度を理解した上で、障害者短時間トライアル雇用による雇入れにつ

いても希望しているものであること。

③ 精神障害者又は発達障害者支援法（平成16年法律167号）第２条に規定する発

達障害者（精神障害者に該当する者を除く。）。

２．対象者の確認と職業相談

対象者となり得る求職者が、障害者トライアル雇用等による雇入れについても希望し

た場合は、職業相談等を通じて、事前に障害者トライアル雇用等制度の内容等について

説明を行ってください。

また、対象者の要件に該当することの確認は、障害者トライアル雇用等の場合は,

障害者トライアル雇用等対象者確認票（様式第１－①号）、障害者短時間トライアル雇

用等の場合は障害者短時間トライアル雇用等対象者確認票（様式第１－②号）（以下「対

象者確認票」という。）により行うとともに、次の区分に応じ、それぞれ次に掲げる書

類（以下「対象者確認書類」という。）により行ってください。

（１） 対象者が１の（１）の④aの要件に該当する場合

① 重度身体障害者

対象労働者に対して交付された身体障害者手帳(写)等であって対象労働者の氏名及

び障害の程度が確認できるもの

② 重度知的障害者

対象労働者に対して交付された療育手帳(写)又は児童相談所、知的障害者更生相談

所、精神保健福祉センター、精神保健指定医又は地域障害者職業センターによる判定

結果を示す判定書（対象労働者の知能指数及び身辺処理能力に関する意見を記入した

ものをいう。以下「判定書」という。）(写)であって対象労働者の氏名及び障害の程

度が確認できるもの

③ 精神障害者

対象労働者に対して交付された精神障害者保健福祉手帳(写)又は主治医の意見書で

あって対象労働者の氏名が確認できるもの

（２） 対象者が１の（１）の④bの要件に該当する場合

対象労働者に対して交付された身体障害者手帳(写)、療育手帳等(写)、判定書(写)、

主治医の意見書(写)、その他の障害者であることが確認できる書類及び求職票、履歴書、

職務経歴書等のうちいずれか求職者の職歴が確認できる内容が記載されている書類

（３） 対象者が１の（２）)の③の要件に該当する場合

対象労働者に対して交付された、精神障害者保健福祉手帳(写)、主治医の意見書（写）

その他医師の診断書（対象者が発達障害である場合は次にに掲げる疾病であることが確

認できるもの）(写)等の書類
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発達障害者支援法2条に規定する障害者。具体的には自閉症、アスペルガー症候群、

広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害等を指す。

３．障害者トライアル雇用等求人の受理及び障害者トライアル雇用等制度の説

明

障害者トライアル雇用等求人の申し込みを行う事業主に対し、 障害者トライアル雇用

等制度の内容及び 奨励金の支給を受けるためには一定の要件があることについて説明を

行ってください。

また、奨励金を受けるための要件については、障害者トライアル雇用奨励金支給対象

事業主要件票（実施様式第2号）を用いて説明してください。

なお、

（１）障害者トライアル雇用奨励金の支給は都道府県労働局長が行うこと。

（２）支給に際しては、障害者トライアル雇用等の実施状況を含め、各種支給要件の

確認が行われた上で行われること。

を併せて説明してください。

また、求人票には障害者トライアル雇用等求人であること及び求人受理日を明示しく

ださい。

４．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

障害者トライアル雇用等求人に対する職業紹介（以下「障害者トライアル雇用等紹介」

という。）により対象者を雇い入れようとする事業主に対し、上記１の対象者との間に、

（１）紹介の時点で雇用の内定がないこと

（２）過去３年間に雇用したことがないこと

（３）事業主又は役員の３親等以内の親族ではないこと

のいずれにも該当すること等が支給要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象者を

採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象者

を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。

５．職業紹介における留意点

（１）障害者トライアル雇用等紹介を行う場合は、事業主に対して必ず障害者トライアル

雇用等の紹介であることを伝えてください。

また、紹介状等を発行する場合は、必ず障害者トライアル雇用等紹介であることが

わかるよ うに紹介状に明記するしてください。

（２）障害者トライアル雇用等紹介を行うに当たっては、各紹介機関において、障害者ト

ライアル雇用等紹介を行った対象者のうち選考中の者の数が、求人数（採用が決まっ

た者の数を除く。）を越える場合は、それ以降は障害者トライアル雇用等に係る紹介

を行わないでください。

また、障害者トライアル雇用等紹介を希望する対象者に対して、同時に複数の障害

者トライアル雇用等紹介を行わないとともに、障害者トライアル雇用等紹介を行った

対象者に対しては、選考中の間は新たな障害者トライアル雇用等紹介は行わないでく

ださい。

（３）障害者トライアル雇用等紹介を行った場合の選考については、書類選考ではなく面

接選考を行うよう勧奨してください。
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６．職業紹介証明書の発行

（１）障害者障害者トライアル雇用等紹介を行った事業主に対し、「障害者トライアル雇

用等職業紹介証明書」（例示様式第２０号）（以下「紹介証明書」という。）を発行し

てください。

また、紹介証明書には必ず本人の署名をもらってください。

（２）障害者障害者トライアル雇用等による採用が決まった場合には、障害者障害者トラ

イアル雇用等に係る求人票、対象者確認票及び対象者確認書類を事業主に交付してく

ださい。

７．障害者トライアル雇用等実施計画書及び障害者トライアル雇用等結果報告

書兼障害者トライアル雇用奨励金支給申請書についての手続き

（１）障害者トライアル雇用等を行う事業主は、障害者トライアル雇用等実施計画書（共

通様式第１号）（以下「計画書」という。）を作成しなければならないことを説明し、

作成に当たっては必要な助言、指導等を行ってください。

（２）計画書の提出に係る留意点

計画書については、次の①及び②の点に留意するように説明してください。

① 提出期限及び提出先

計画書は、障害者トライアル雇用等の開始日から2週間以内に障害者トライアル

雇用等を実施する雇用保険適用事業所の所在地を管轄する都道府県労働局（以下

「管轄労働局」という。）又は安定所（※）に提出すること。

※各都道府県労働局によって異なりますので、事前に管轄の労働局に確認をして

ください。

② 対象者の同意及び署名

計画書は、対象者の同意及び署名を得た上で提出すること。

特に「継続雇用する労働者として雇用するための要件」欄については、障害者

トライアル雇用等期間終了後に継続雇用する労働者として雇用する判断材料とな

ることから、対象者と障害者トライアル雇用等開始前に十分話し合った上で決定

すること。

（３） 障害者トライアル雇用等が終了した場合、障害者トライアル雇用等期間が終了

した日（トライアル雇用等労働者が障害者トライアル雇用等期間の途中で離職し

た場合は当該離職日、又は常用雇用へ移行した場合は当該常用雇用移行日の前日）

の翌日から起算して2か月以内に、障害者トライアル雇用等結果報告書兼障害者

トライアル雇用奨励金支給申請書に添付書類を添えて管轄労働局に提出すること

になっていることを説明してください。

８．障害者トライアル雇用等期間中の措置

障害者トライアル雇用等を実施する事業主が障害者トライアル雇用等期間中に研修や

訓練など障害者トライアル雇用等労働者が常用雇用へ移行するために必要な措置を講ず

るよう勧奨してください。

また、障害者トライアル雇用等労働者が常用雇用へ移行できるように、必要に応じて

事業主又は障害者トライアル雇用等労働者に支援等を行ってください。

９．その他障害者トライアル雇用等の実施に係る事務

上記１から８までを含め、その他障害者トライアル雇用等の実施に係る事務について

は、「障害者トライアル雇用実施要領」（平成26年４月１日厚生労働省職業安定局）に

基づき行ってください。
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Ⅶ 障害者初回雇用奨励金

「障害者初回雇用奨励金」の対象労働者について職業紹介を行う場合は、以下の手続き

により行ってください。

１．対象労働者の範囲

障害者初回雇用奨励金の助成対象となる対象労働者は、ハローワークまたは障害者初回

雇用奨励金を取り扱うことについて同意書を提出した職業紹介事業者の紹介で雇用保険の

被保険者として雇い入れられた者であり、かつ、雇入れ日に障害者あって、当該労働者を

雇い入れることにより障害者雇用促進法に定める法定雇用率を達成できる場合です。

２．対象労働者であることの確認及び同意

障害者初回雇用奨励金の対象労働者として職業紹介を行う場合には、次の(1)～(3)まで

に掲げる書類等でその確認を行ってください。

また、求人を行った事業主に対し「障害者初回雇用奨励金の対象労働者であることを伝

える」ことについて、求職者から同意を得てください。

(１)身体障害者

対象労働者に対して交付された身体障害者手帳(写)等であって対象労働者の氏名及び

障害の程度が確認できるもの

（2）知的障害者

対象労働者に対して交付された療育手帳(写)又は児童相談所、知的障害者更生相談所、

精神保健福祉センター、精神保健指定医又は地域障害者職業センターによる判定結果を

示す判定書（対象労働者の知能指数及び身辺処理能力に関する意見を記入したものをい

う。）(写)であって対象労働者の氏名及び障害の程度が確認できるもの

（3）精神障害者

対象労働者に対して交付された精神障害者保健福祉手帳(写)であって対象労働者の氏

名が確認できるもの

３．障害者初回雇用奨励金制度の説明

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、障害者初回雇用奨励金制度

について、別添の解説資料を活用しつつ、制度の内容及びその趣旨の説明を行ってくださ

い。

なお、

① 障害者初回雇用奨励金の支給は都道府県労働局長が行うこと

② 支給に際しては、各種支給要件の確認が行われた上で支給決定がなされるものであ

ること

を併せて説明してください。

４．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、上記１の対象労働者との間

に、

① 紹介の時点で雇用関係にないこと

② 雇用の内定がないこと

のいずれにも該当することが支給の要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象労働者

を採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象労

働者を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。
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５．職業紹介証明書の発行

(1) 対象労働者を雇い入れた事業主に対し、「職業紹介証明書」（例示様式第●号）を発

行してください。

(2) 「職業紹介証明書」は、対象労働者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に発

行してください。
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Ⅷ 発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金

発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金（以下「発難金」という。）の対象労働者

について職業紹介を行う場合は、以下の手続きにより行ってください。

１．対象労働者の範囲

発難金の助成対象となる対象労働者は、ハローワークまたは発難金を取り扱うことにつ

いて同意書を提出した職業紹介事業者の紹介で雇用保険の被保険者として雇い入れられた

者であり、かつ、雇入れ日に６５歳未満の障害者手帳を持たない求職者（※）（紹介時点

で雇用保険の被保険者でなかった者（失業と同様の状態にあるものと認められない場合も

含む。））で次のいずれかに該当する者です。

※ 障害者手帳を持つ求職者は特開金の対象となります。

(1) 別紙に掲げる発達障害者

(2) 別紙に掲げる難治性疾患患者

２．対象労働者であることの確認及び同意

求職者を発難金の対象労働者として事業主に対して職業紹介を行う場合には、その種別

に従い、次の(1)から(２)に掲げる書類等でその確認を行ってください。

また、求人を行った事業主に対し「発難金の対象労働者であることを伝える」ことにつ

いて、求職者から同意を得てください。

(1) 発達障害者

医師の診断書で対象労働者の氏名及び発達障害の診断名が確認できるもの。

(2) 難治性疾患患者

難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）により都道府県が

交付する医療受給者証、医師の診断書又は都道府県及び市町村が交付する証明書で氏名

及び別表に掲げる難治性疾患の病名が確認できるもの。

なお、診断書に記載されている病名が別表に掲げる難治性疾患名と異なる場合は、必

ず主治医に確認を行い、別表に掲げる難治性疾患に該当することが確認できる場合につ

いてのみが対象となります。特に、略称や英語名で記載されている場合には十分留意し

てください。また、求職者を通じて主治医に診断書を依頼する際には、別紙の主治医へ

の依頼状を職業紹介事業者からの連絡事項として必要に応じて活用してください。

３．発難金制度の説明

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、発難金制度について、別添

の解説資料を活用しつつ、制度の内容及びその趣旨の説明を行ってください。

なお、

(1) 発難金の支給は都道府県労働局長が行うこと

(2) 支給に際しては、雇入れ前６ヶ月の間に従業員を解雇等していないこと等の各種

支給要件の確認が行われた上で支給決定がなされるものであること

(３) 事業主は支給申請時に、対象労働者の雇用管理のために行った事項について都道

府県労働局へ報告する必要があること。

(４) 対象労働者の職場適応支援を行うため、第1期支給申請後に安定所の職員が対象

労働者の職場を訪問すること。

を併せて説明してください。
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４．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、上記１の対象労働者との間

に、

(1) 紹介時点で雇用の内定がないこと

(2) 過去３年間に、

・ 雇用、出向、派遣、請負又は委任の関係にないこと

・ 通算して３か月を超えて訓練・実習等（雇用関係はないが、事業所において、

訓練、職場体験、職場実習その他の職場適応に係る作業等を実施するもの。た

だし、特別支援学校が教育課程の一環として実施するものを除く。）を受講等

させていないこと

(3) 事業主又は役員の３親等以内の親族ではないこと

のいずれにも該当することが支給の要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象労働者

を採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象労

働者を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。

５．雇入登録届の提出

以下の手続きに従い「発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金対象労働者雇入登録

届」（参考様式の４：以下「発難金雇入登録届」という。）を提出してください。

(1) 紹介により、上記１の対象労働者が事業主に雇い入れられたときには、安定所に発難

金雇入登録届を提出してください。

(2) 発難金雇入登録届は、対象労動者が事業所に雇い入れられたことを確認した後、対象

労動者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に提出してください。

６．職業紹介証明書の発行

(1) 対象労働者を雇い入れた事業主に対し、「職業紹介証明書」（例示様式第２２号）を発

行してください。

(2) 職業紹介証明書は、対象労働者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に発行し

てください。
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Ⅸ 障害者雇用安定奨励金（障害者職場定着支援奨励金）

「障害者雇用安定奨励金（障害者職場定着支援奨励金）」は、これまでの精神障害者雇

用安定等奨励金（重度知的・精神障害者職場支援奨励金）に代えて平成２７年度から実施

される制度です。

この助成金（以下「職場定着奨励金」という。）の対象労働者について職業紹介を行う

場合は、以下の手続きにより行ってください。

１．対象労働者の範囲

職場定着奨励金の助成対象となる対象労働者は、ハローワークまたは職場定着奨励金を

取り扱うことについて同意書を提出した職業紹介事業者の紹介で雇い入れられた者であ

り、かつ、雇入れ日に６５歳未満の身体障害者、知的障害者、精神障害者、発達障害者、

難治性疾患を有する者又は高次脳機能障害のある者である求職者です。

２．対象労働者であることの確認及び同意

職場定着奨励金の対象労働者として職業紹介を行う場合には、次の(1)又は(2)に掲げる

書類等でその確認を行ってください。

また、求人を行った事業主に対し「職場定着奨励金の対象労働者であることを伝える」

ことについて、求職者から同意を得てください。

(１) 身体障害者

身体障害者手帳（写）で対象労働者の氏名、年齢及び障害の程度が確認できるもの。

(２) 知的障害者

児童相談所、知的障害者更正相談所、精神保健福祉センター、精神保健指定医又は障

害者職業センターの判定書（当該対象労働者の知能指数及び身辺処理能力に関する意見

を記入したもの。）（写）又は療育手帳（写）で対象労働者の氏名、年齢及び障害の程

度が確認できるもの。

(3) 精神障害者

精神障害者保健福祉手帳(写)又は主治医の意見書で対象労働者の氏名が確認できるも

の。

(4) 発達障害者

医師の診断書で対象労働者の氏名及び発達障害の診断名が確認できるもの。

(5) 難治性疾患を有する者

難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）により都道府県が

交付する医療受給者証、医師の診断書又は都道府県及び市町村が交付する証明書で氏名

及び別表に掲げる難治性疾患の病名が確認できるもの。

なお、診断書に記載されている病名が別表に掲げる難治性疾患名と異なる場合は、必

ず主治医に確認を行い、別表に掲げる難治性疾患に該当することが確認できる場合につ

いてのみが対象となります。特に、略称や英語名で記載されている場合には十分留意し

てください。また、求職者を通じて主治医に診断書を依頼する際には、別紙の主治医へ

の依頼状を職業紹介事業者からの連絡事項として必要に応じて活用してください。

(6) 高次脳機能障害がある者

医師の診断書で対象労働者の氏名及び高次脳機能障害であることが確認できるもの。

３．職場定着奨励金制度の説明

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、職場支援員を配置して対象

労働者の職場定着を図る場合に支給対象となるなど職場定着奨励金制度について、別添の

解説資料を活用しつつ、制度の内容及びその趣旨の説明を行ってください。
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なお、

① 職場支援奨励金の支給は都道府県労働局長が行うこと

② 支給に際しては、各種支給要件の確認が行われた上で支給決定がなされるものであ

ること

を併せて説明してください。

４．紹介時点で雇用関係等がないことについての要件の周知

紹介により対象労働者を雇い入れようとする事業主に対し、上記１の対象労働者との間

に、

① 紹介の時点で雇用関係にないこと

② 雇用の内定がないこと

③ 就労継続支援A型の事業における利用者となるものでないこと

のいずれにも該当することが支給の要件となっていることを十分周知してください。

なお、対象紹介事業者が、自己の事業所で労働者を雇い入れるため募集し、対象労働者

を採用した場合や、対象紹介事業者と密接な関係がある関連事業所の求人に対し、対象労

働者を紹介し採用となった場合には、支給対象となりません。

５．職業紹介証明書の発行

(1) 対象労働者を雇い入れた事業主に対し、「職業紹介証明書」（例示様式第２３号）を

発行してください。

(2) 「職業紹介証明書」は、対象労働者が事業所に雇い入れられた日以降１か月以内に発

行してください。
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Ⅹ 労働移動支援助成金（再就職支援奨励金）

職業紹介事業者における「労働移動支援助成金（再就職支援奨励金）」（以下「労働

移動支援助成金」という。）の制度の取り扱いについては、以下の手続きによって行っ

てください。

1．労働移動支援助成金制度の説明

労働移動支援助成金を取り扱う職業紹介事業者は、事業規模の縮小等により離職を余儀

なくされる労働者の発生が見込まれる事業主に対して、労働移動支援助成金の制度につい

て、別添の解説資料を活用しつつ、制度の内容及びその趣旨の説明をし、その積極的な利

用促進を図ってください。

その際、特に次の点に留意してください。

(1) 再就職援助計画の認定

① 労働移動支援助成金の支給を受けようとする事業主（以下「申請事業主」という。）

は、あらかじめ離職者に対してどのような再就職支援を行うかを記載した「再就職

援助計画」（高年齢者雇用安定法１７条に基づく「求職活動支援書」でも差し支え

ありません。以下同様。）を作成し、ハローワークに提出してその認定を受けてい

なければなりません。

この「再就職援助計画」は、申請事業主が、1か月に常用労働者が３０人以上離

職するような事業規模の縮小等を行う場合に、雇用対策法２４条に基づいて申請事

業主自身で作成し、認定を受ける義務のあるものです（離職者が30人未満の場合

は任意に作成・提出することになります。）。

労働移動支援助成金の支給を受けるための大前提となる手続きですので、事業主

との間で再就職支援の委託について相談する際には、まず事業主自身によってこの

手続きが行われているかどうか確認をしてください。

② なお、その再就職援助計画を作成するに至った事業規模の縮小等の理由が、法令

違反若しくは不法行為又はそれらの疑いによる行政処分若しくは司法処分によって

事業活動の全部又は一部の停止を命じられたことによる場合（申請事業主が自主的

に行うものを含む。）は、計画が認定されたとしても、労働移動支援助成金の支給

対象となりません。

③ 「再就職援助計画」には、(4)に該当する支給対象者の再就職支援を職業紹介事

業者に委託して行うことが記載されている必要があります。

④ 「再就職援助計画」の内容については、労働組合から同意を得ている必要があり

ます。

(2) 再就職支援の委託と費用負担

① 申請事業主は「再就職援助計画」の認定を受けた日以降に、職業紹介事業者との

間で、雇用する支給対象者に対する再就職支援に係る委託契約（以下「委託契約」

という。）を締結し、その後その委託に伴う費用を職業紹介事業者に支払う必要が

あります。

② 一度委託契約を行った後に、支給対象者の就職促進のために訓練などの追加的な

支援策を講じることが必要となったことなどにより委託契約額の変更が生じる場合

は、申請事業主が支給申請を行う前までに、職業紹介事業者と申請事業主との間で

契約の変更または追加を行った上で、それに伴う委託契約額の支払いについてすべ

て精算を完了していなければなりません。

(3) 職業紹介事業者による離職自体の働きかけの禁止

職業紹介事業者が労働者に対して離職自体を働きかけることがあった場合は、助成

金の趣旨に反することとなり支給対象となりません。



- 34 -

(4) 支給対象者

労働移動支援助成金の支給対象者は次の要件を満たしている必要があります。

① 再就職援助計画に記載された者であること。

② 委託契約に基づき職業紹介事業者が行う再就職支援を受けること。

③ 委託契約日の前日現在で、申請事業主に雇用保険の一般被保険者として継続して

雇用された期間が1年以上あること。

④ 申請事業主の事業所へ復帰する見込みがないこと。

⑤ 委託契約日時点で再就職先が未定であること。

(5) 再就職支援の内容

職業紹介事業者は支給対象者の再就職の早期再就職を実現するため、支給対象者に

対して、申請事業主との委託契約に基づく行き届いた再就職支援を実施するようお願

いします。その支援の具体的な内容は下記２のとおりです。

(6) 2回に分けた支給申請

労働移動支援助成金は、次の２回に分けて支給申請することができます（①を②に

あわせて1回で支給申請することもできます）。

① 委託開始申請

委託契約日（複数の支給対象者に係る委託契約日が複数存在する場合はその最後

の日）～委託契約日の翌日から2か月を経過する日の間に、助成額の一部について

支給申請を行うことができます。

② 再就職実現申請

支給対象者が、委託契約日の翌日～支給対象者の離職日の翌日から６か月（再就

職援助計画の認定日現在で４５歳以上の者は９か月）を経過する日（以下これを「助

成対象期限」という。）の間に、申請事業主の関連会社でない事業所に雇用保険の

一般被保険者として再就職した場合、当該再就職の日～助成対象期限（複数の支給

対象者に係る助成対象期限が複数存在する場合はその最後の日）の翌日から2か月

を経過する日の間に支給申請を行うことができます。

なお、当該支給対象者の再就職支援の委託を受けた職業紹介事業者、又は当該職

業紹介事業者の関連会社に雇入れられた場合は、以下の全てを満たす場合を除き、

支給対象となりません。

(ｲ) 期間の定めのない雇用契約、又は反復更新されることが見込まれる６か月以

上の雇用期間を定めた雇用契約により雇入れられたものであること。

(ﾛ) フルタイム労働者であること。

(ﾊ) 派遣労働者として就業するものでないこと。

(7) 支給機関等

労働移動支援助成金の支給は都道府県労働局が行うものであり、また、各種支給要

件の確認が行われた上で支給決定がなされるものであることを事業主に対して説明し

てください。

また、支給に関する詳細については都道府県労働局又は公共職業安定所に確認して

いただくようお願いいたします。

２．職業紹介事業者による再就職支援の内容

労働移動支援助成金の対象となる再就職支援の内容は次の(1)～(3)の支援です。(1)は

必須であり、さらに(2)と(3)のいずれか又は両方を行った場合、労働移動支援助成金の支

給額について加算措置があります。

(1) 再就職支援

支給対象者に対して行われる職業相談、職業紹介、訓練、グループワーク等のその
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再就職を促進するための支援をいい、再就職を実現させるための職業相談、職業紹介

を行うものであることを必須とします。

(2) 訓練

支給対象者の就職の実現のためには、本人の職業能力の開発等が不可欠の場合があ

ります。次の①～⑥のいずれにも該当する訓練を実施した場合、労働移動支援助成金

の支給額について加算措置がとられます。

① 再就職支援の一部として、申請事業主から委託を受けた職業紹介事業者又はその

職業紹介事業者から民間の職業訓練機関等に再委託されることによって実施される

訓練であること。

なお訓練は、支給対象者が申請事業主以外の事業主との間で雇用関係又は労働者

派遣契約を締結した上で実施するものではないことが必要です。

② 訓練内容が、次の(ｲ)～(ﾆ)のいずれも満たす支給対象者の再就職の実現に資する

ものであること（その呼称についてはセミナー、講習等であっても差し支えありま

せん。）。

(ｲ) 次のaのみ、又はaとbの組み合わせにより実施される訓練であること。

a 再就職先での職務の遂行に必要となる技能・知識の向上を図るものであるこ

と。（例：技能習得に係る訓練、ビジネススキル・ソーシャルスキル習得に係

る訓練等）

b キャリア形成に役立つ事項に係る技能・知識の向上や理解の促進を図るもの

であること。（例：キャリア意識形成に係るセミナー、将来設計・独立起業に

係るセミナー、メンタル・セルフコントロールに係るセミナー等）

(ﾛ) ａとｂの組み合わせにより訓練を行う場合、aとbの訓練の時間数の合計に占め

るｂの時間数の割合が３割以下であること。

(ﾊ) 趣味教養と区別がつかないもの、再就職に必要な能力の開発・向上に関連しな

いもの、安定した雇用に結びつくことが期待しがたいと認められるもの、就職活

動のノウハウに係るものではないこと。

(ﾆ) 通信教育・eラーニングによるものでないこと。

③ 委託契約締結日から助成対象期限までの間に１か月以上（訓練期間の初日にあた

る日から最終日にあたる日までの期間が１か月以上であり、当該期間を初日から１

か月ごとに区分した場合に各月あたり５０時間以上の訓練であること。）実施され

るものであり、そのうち支給対象者が８割以上受講していること。

なお、支給対象者の就職の内定等により予定されていた訓練が受講できなかった

場合は、当該受講の最終日までの期間において８割以上受講していれば足ります。

④ 訓練の実施費用について申請事業主が全額負担していること。

ただし、訓練の実施費用の総額が１か月あたり６万円を超える場合においては、

１か月あたり６万円以上を申請事業主が負担していることが必要です。

⑤ 委託契約書に、訓練の実施及び申請事業主による費用の負担について明記されて

いること。

⑥ 職業紹介事業者が、訓練の適切な実施とその確認について責任を負い、その実施

状況（各支給対象者ごとの実施日、受講時間、実施した訓練内容等）について証明

を行うものであること。

訓練を職業紹介事業者が直轄で行う場合は当然ですが、民間訓練機関等への再委

託によって行う場合であっても、職業紹介事業者はその機関等に適切に訓練を実施

させることに責任を持ち、その実施状況について確認・管理することが必要です。

仮に訓練が適切に実施されないままに、適切に実施された旨の虚偽の証明書（下記

５(2)）を職業紹介事業者が発行した場合は、労働移動支援助成金を取り扱うこと

に関する同意手続きが取消される場合があります。
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(3) グループワーク

支給対象者の就職の実現のためには、同様の又は異なる状況に置かれた求職者同士

で意見交換・情報交換等を行うのグループワークが有効である場合があります。次の

①～⑥のいずれにも該当するグループワークを実施した場合、労働移動支援助成金の

支給額について加算措置がとられます。

① 再就職支援の一部として、申請事業主から委託を受けた職業紹介事業者によって

実施される、支給対象者の再就職の実現に資するグループワークであること。

② 支給対象者を含む、職業紹介事業者による再就職支援を受けている２人以上の求

職者同士で、就職活動に資する意見交換・情報交換等を行い、相互の交流を深める

ものであること（テーマ例：就職活動を進めるに当たっての悩み・課題、業界研究

等）。

③ 委託契約日から助成対象期限までの間に、３回以上（各１回あたり１時間以上）

実施されるものであること。

④ グループワークの実施費用について、申請事業主が全額負担していること。

ただし、グループワークの実施費用の総額が１万円を超える場合においては、１

万円以上を申請事業主が負担していること。

⑤ 委託契約書に、グループワークの実施及び申請事業主による費用の負担について

明記されていること。

⑥ 職業紹介事業者が、グループワークの適切な実施とその確認について責任を負い、

その実施状況（各支給対象者ごとの実施日、実施時間、実施した内容等）について

証明を行うものであること。

職業紹介事業者はグループワークが適切に実施されることに責任を持ち、その実

施状況について確認・管理することが必要です。仮にグループワークが適切に実施

されないままに、適切に実施された旨の虚偽の証明書（下記５(2)）を職業紹介事

業者が発行した場合は、労働移動支援助成金を取り扱うことに関する同意手続きが

取消される場合があります。

３．申請事業主に対する休暇付与支援の活用勧奨

離職が決まっている労働者は、離職してから再就職活動を開始するよりも、離職する前

から積極的な再就職活動を開始したほうが早期再就職を実現する可能性が高まります。し

かしながら勤務をしながら再就職活動をするのはなかなか困難であり、事業主が本人に対

して休暇を与えて、本人の再就職活動の環境を整えることが望まれます。

このため労働移動支援助成金には、申請事業主が、再就職援助計画の対象となった離職

予定者に本人の再就職活動に資する離職前休暇（労働基準法第３９条の規定による年次有

給休暇として与えられるものでなく、当該休暇の日について通常賃金以上の額が支払われ

ていることが必要です。）を与えた場合、その休暇中の賃金の一部を助成するメニューを

設けています。

【助成額】 中小企業の場合1日7000円（中小企業以外は1日4000円）

（上限90日分）

職業紹介事業者がこのメニューについて、業務を受託したり証明書を発行したりなどの

関与をすることはありませんが、離職前休暇は支給対象者の再就職の促進に役立ちますの

で、申請事業主に対してこのメニューを積極的に周知し活用勧奨をしていただければ、職

業紹介事業者の行う再就職支援の効果を高めることが期待できます。

４．「労働移動支援助成金（受入れ人材育成支援奨励金）」を活用した就職促進

再就職援助計画の対象となって離職した労働者の早期再就職を促進するためには、その
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労働者を採用しようとする企業に対して助成を行うことが効果的であると考えられます。

このため「労働移動支援助成金（再就職支援奨励金）」に関連した助成金として、平成

２６年3月1日より、「労働移動支援助成金（受入れ人材育成支援奨励金）」を設け、再就

職援助計画の対象者を採用して訓練を行った事業主に対して助成を行うこととしていま

す。

【助成額】

Off-JT

・1人1時間あたり800円（最大1200時間分）を助成

・そのほか訓練実施経費を1人あたり最大３０万まで助成

・訓練全体の1割以上であることが必要

・申請事業主自ら実施する場合（事業内訓練）と外部訓練機関が主催する

場合（事業外訓練）がある

OJT

・1人1時間あたり700円（最大680時間分）を助成

・訓練全体の９割以下であることが必要

・訓練内容や訓練の成果を活用して支給対象者が従事する予定の職務に関

して専門的な知識や技能を有する者により行われることが必要

・訓練の成果に係る評価が行われることが必要

※支給額の例 （最高額）

Off-JTを1200h、OJTを680h行った場合：173.6万円

（OJTを9割実施の場合の最高額）

Off-JTを76h、OJTを680h行った場合：83.68万円

職業紹介事業者がこの助成金について、業務を受託したり証明書を発行したりなどの関

与をすることはありませんが、支給対象者の採用可能性のある企業に対して求人開拓を行

ったり紹介を行う際に、その企業に対してこの助成金を積極的に周知・活用勧奨していた

だければ、職業紹介事業者の行う再就職支援の効果を高めることが期待できます。

５．労働移動支援助成金に係る再就職支援証明書等の証明

次の(1)及び(2)に従い、労働移動支援助成金に係る「再就職支援証明書」及び「訓練及

びグループワーク実施証明書」（参考様式の２及び３にイメージを示す）に証明を行って

ください。

(1) 再就職支援証明書

支給対象者の申請事業主からの委託により、職業紹介事業者が当該対象労働者に対し

て再就職支援を行い、その結果対象労働者の再就職が実現できた場合、当該委託を行っ

た申請事業主から、職業紹介事業者に対して、「再就職支援証明書」の用紙が示され、

再就職支援を委託した旨の証明を求めてきますので、これに必要な記入・証明を行って

その申請事業主に返戻してください。

なおその際、返戻した「再就職支援証明書」の写しをとって保存しておいてください。

(2) 訓練及びグループワーク実施証明書

(1)の再就職支援の委託に加え、再就職支援の一部として支給対象者に訓練又はグル

ープワークを行い、その結果支給対象者の再就職が実現できた場合、当該委託を行った

申請事業主から、職業紹介事業者に対して、「訓練及びグループワーク実施証明書」の

用紙が示され、訓練又はグループワークを実施した旨の証明を求めてきますので、これ

に必要な記入・証明を行ってその申請事業主に返戻してください。

その際、返戻した「訓練及びグループワーク実施証明書」の写しをとって保存してお

いてください。


